








当院をご利用の皆様へ 

私達は、利用者の皆様に安全・安心・納得のいくより良い医療・介護の提供を目指し、努力し

て参ります。そのためには、ご利用の皆様との意思疎通が重要であると考えます。 

私達は、以下の方針の下に、今後も地域に根ざした保険・医療・福祉活動に取り組んで参ります。 

◆説明について 
ご自身のからだの状況・検査などについて納得するまで説明を受けることが出来ます。 

質問や不安がおありになる場合は遠慮なく担当者に質問し、説明を受けてください。 

◆治療法の選択について 
どの治療法を選択するか主治医から説明を受け、ご自身が選択、納得した上で治療を受けること

ができます。 

◆緊急時の対応について 
緊急対応時は説明し同意を頂くことが状況によっては困難または出来ないことがあります。 

この場合は医の論理に基づき最善の治療をさせていただきます。 

◆他の医療機関へのご紹介 
治療方針によっては、お近くの開業医の先生、又は他の病院の先生にご紹介申し上げる場合がご

ざいます。 

◆診療情報の開示について 
個人情報については守秘いたします。 

ご自身の処置や検査・治療の結果等診療情報の閲覧をご希望の場合は、お申し出下さい。この場

合開示に際しての手続きが必要となります。 

◆治験について 
研究途上にある新しい治療・薬剤をお勧めする場合があります。 

その際は従来の方法と比較しどのように優れ、何が問題なのかを前もって十分説明いたします。 

新しい治療法に同意されない場合でも、不利な扱いを受けることは一切ありません。 

◆ご希望の確認について 
居室における氏名の提示、或いは部屋番号の問い合わせを好まない場合にはお申し出下さい。 

身体上又は宗教上の理由で治療に関して特別のご希望がある場合はお申し出下さい。 

一度申し込まれたご希望をいつでも変更することは可能です。担当看護師にお申し出下さい。 

◆セカンドオピニオンについて 
患者様が、他の医師の意見も聞いてみたいときは、セカンドオピニオンを受けることでさらに

理解を深めることができます。当院では、患者様が自発的に医療方針を決定できるように、セ

カンドオピニオンの申し出をサポートしております。主治医または地域連携室へご相談くださ

い。 

◆その他 
入院中は、主治医が必要と認めた場合以外、原則として他病院への受診はできません。患者様

の代わりにご家族の方が薬を受け取りに行くことも同様です。急な入院でお困りの際は、医師

または看護師へご相談下さい。



有料室について 

有料室を希望される方は、入院予約手続きの際に入院窓口にお申し出ください。 

なお、個室の数には限りがありますので、ご希望に添えない場合もございます。 

また、緊急入院や患者様の状態により、お部屋の交換をお願いする場合がございます。 

ご理解・ご協力をお願い致します。 

※なお、室料は保険による給付は受けられません。 

※入室の場合は「室料差額に関する同意書」をご提出ください。 

○室料差額一覧 

区分 
１日料金 

（税込） 
病棟 部屋番号 設備等 

個
室 

8,800 円 2 病棟 216 217 シャワー・トイレ・テレビ・冷蔵庫 

洗面台・応接セット・収納家具 

7,700 円 6 病棟 611 612 613 
615 616 617 
618 620 621 
622 623 000 

テレビ・冷蔵庫・洗面台 

応接セット 

二
人 

部
屋 

3,850 円 2 病棟 212 213 トイレ・テレビ・冷蔵庫・収納家具 

 

限度額適用・標準負担額減額認定について 

限度額適用・標準負担額減額認定を受けることで、入院費の窓口負担を少なくすることができます。 

なお、認定の申請を行わずに医療費をお支払いした場合は「高額療養費制度」によって払い戻しが受けられます。 

◆自己負担限度額は被保険者の所得区分によって次に分類され、申請が必要です。 

①  ７０才未満の方            ② ７０才以上の方 

（ア）上位所得世帯（月収８３万円以上）   （ア）現役並み所得者 

（イ）上位所得世帯（月収５３万円以上）    （イ）一般世帯 

（ウ）一般世帯（月収２８万円以上）     （ウ）世帯全員が住民税非課税 

（エ）一般世帯（月収２６万円以下）        （エ）世帯全員が住民税非課税かつ年金収入額 80 万円以下 

（オ）住民税非課税世帯                             

 

◆当院において導入している、限度額認定に関するオンライン資格確認システムでは、限度額適用区分 

をオンライン上で確認・適応することができます。 

ただし、限度額認定の申請を代行して行うものではありません。 

システムを採用していない医療機関では、限度額認定が適用となる場合「限度額認定証」の提示を求 

められることがありますので、改めて各保険者窓口での申請が必要となります。ご注意ください。 

 

詳しくは、医事課・医療ソーシャルワーカーまでお問い合わせください 


